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１ 事業の概要 

（１）給水状況 

○ 給水区域は１１市２村にまたがり、その面積は、約５６６㎢ （ 県面積の 

約１１％）に及んでいる。 

千葉市、市川市、船橋市、松戸市、習志野市、市原市、鎌ヶ谷市 

浦安市、成田市、印西市、白井市、本埜村、印旛村 
 

○ 給水人口は、２８０万７，８２４人（平成１７年度末）で全国第 3 位 

（県全体の約４６％）となっている。  

 
○ 給水戸数は、１２４万８，４２８戸（平成１７年度末） 

 

○ 普及率は、９５．７％（平成１７年度末）で、全国平均９７．１％（千葉県

９３．４2％）より下回っている。 
 

○ 年間給水量は、３億２，８９７万㎥（平成１７年度末）で全国第 5 位 

（県全体の約５０％）となっている。 
 

○ 一日最大給水量は、１０２万９，７５２㎥（平成１７年度）で全国第５位で、

一日平均給水量は、9０万１，２８５㎥となっている。 
 

 
○ 施設能力     １２２万１，２００㎥ （全国第６位） 

浄 水 場 名  施 設 能 力 （㎥） 
古 ヶ 崎 浄 水 場 ６０，０００ 
栗 山 浄 水 場 １８６，０００ 
柏 井 浄 水 場 ５３０，０００ 
北 総 浄 水 場 １２６，７００ 
福 増 浄 水 場 ９０，０００ 
北千葉広域水道企業団（受水） １６８，５００ 
君津広域水道企業団（受水） ６０，０００ 
地 下 水 系 （５１，０００） 
        計  １，２２１，２００ 

    ※地下水系は予備水源であり施設能力の計から除いてある。 



 

○ 水利権の状況 

     平成１８年度の水源の状況は、約１７％（日量１８万２㎥）を暫定水利権に

依存しており、水源の安定化を図るため、湯西川ダム・八ツ場ダム建設に参画し

ている。（安定水利権約６２％、受水約２１％） 
水 系 等 取水場 浄 水 場 水  源 水利権（日量㎥） 

樋野口 
 

古ヶ崎 
 

江戸川自流 
農業用水合理化 

２０，９００

３７，８００

江戸川 
 
 
 

矢切 
 

栗山 
 

江戸川自流 
中川・江戸川導水 

６４，４００

   １１７，４００

印旛 柏井（東） 利根川河口堰    １７０，０００

柏井（西） 
 
 

利根川河口堰 
川治ダム 
湯西川ダム 

    ８６，１００

   １２０，９００

    ２６，７００

利根川 
 木下 

 
 

北総 
 
 

利根川河口堰 
川治ダム 
奈良俣ダム 

    ２９，６００

    ４０，８００

３９，９００

 
表 
 
流 
 
水 
 
 
 
 
 

養老川 高滝 福増 高滝ダム     ９０，０００

地下水 千葉分場他      １８，５００

北千葉広域水道企業団      １６８，５００受

水 君津広域水道企業団      ６０，０００

    計  １，０９１，５００

     ※ 斜体は、暫定水利権で得ている水量である。 
 
（２）事業状況（平成１７年度末）              

○ 供給単価（販売単価）     ２１０．２７円／㎥  

○ 給水原価（製造原価）     ２０８．８０円／㎥  

○ 最大稼働率             ８４．３％   

○ 負荷率               ８７．５％   

○ 有収率                         ９２．６％  

（３）経営状況（平成 1７年度末） 

  ○ 職員一人当たり営業収益        ７０，６９２千円   

  ○ 職員一人当たり給水人口     ３，０３２人   

  ○ 総収支比率           １１５．２％   

  ○ 営業収支比率          １１８．４％      

 ○ 自己資本構成比率         ６４．５％   



 

２ 組 織 
（１）組織図（平成 18 年 4 月 1 日現在） 
 

 
（２）組織の再編等 
    平成１８年４月１日現在の職員数は、事務職員３１６名、技術職員７５８名 

 の計１０７４名となっております。 
 
○組織の再編 
・ 平成１５年度 ２部８課２３出先機関から２部６課２１出先機関に再編 
・ 平成１６年度 ２部６課２１出先機関から２部６課１４出先機関に再編 

    
○業務の集約化・効率化 
・ 平成１６年８月２日  県水お客様センターを設置 

水道事務所や支所で行っていた受付業務を集約し事務の効率化を図ると

ともに、お客様の利便性の向上を目的に、総合受付サービス窓口として設置

した。 
平成１７年度の電話受付は３８９千件、書類受付２８１千件、合計６７

０千件の受付業務を行っており、電話受付の約８割は県水お客様センター

内で手続きが完結おり、お客様のサービスの向上や事務の効率化が図られ

ている。 

水　道　局　長
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３ 事業計画概要 
   平成１８年度を初年度とした、今後５か年間の経営指針となる「千葉県水道局中

期経営計画」を新たに策定し、この計画に基づき効率的・効果的な事業運営に努め

ているところである。 
 
【 基本目標と主要施策構成 】 

(１)安定給水の確保

(２)安全で良質な水の供給

(３)環境保全対策の推進

ア　水需要の見通しと供給施設能力
イ　水源の安定化
ウ　施設整備の推進
エ　効率的な水運用

ア　安全でおいしい水づくりの推進
イ　水質管理の強化
ウ　高度浄水処理施設の整備・研究

　の推進

ア　水源と給水の確保
イ　施設整備の推進

(14)震災・渇水等対策の推進

ア　クリーンエネルギーの有効活用
イ　省エネルギーの推進
ウ　資源の有効利用
エ　環境報告書の策定・公表

(12)情報セキュリティの充実
ア  情報漏洩防止対策の強化
イ　情報資産管理の強化

目標１
  より良質なおいし
い水をいつでも安
心して利用できる水
道を目指します。

目標４
  地震等の非常時
にも強い水道を目
指します。

(13)危機管理体制の充実

ア　危機管理体制の強化
イ　非常時職員参集管理システム
　　の整備
ウ　施設及び管路の被害情報収集
　　システムの整備
エ　防災行政無線及び自家発電
　　設備の充実
オ　各種情報通信手段の有効活用
　　と通信ネットワークの構築
カ　市村との連携強化
キ　各種実践的な訓練の強化

(４)効率的な経営の推進

(５)経営体質の強化

ア　組織・職員数の計画的な管理
イ　給与の適正化
ウ　コスト縮減
エ　民間的経営手法の活用
オ　資産・資金の有効活用

ア　業績評価と目標管理
イ　経営分析の活用
ウ  情報化の推進
エ　料金体系の研究
オ　将来の経営形態等の研究

(７)人材育成の充実 ア　職員の能力の向上
イ　国際貢献

(６)技術の継承

目標２
  現行料金を維持
できるよう経営基
盤の強化を目指し
ます。

(９)窓口サービスの充実

(11)相談等広聴サービスの充実

(８)給水サービスの充実

(10)情報サービスの充実

ア　宅地内鉛給水管更新助成制度の検討
イ　未普及地区の普及促進
ウ　高度浄水処理水の給水区域拡大

ア　検針・収納手続きの多様化
イ　接客マナーの向上
ウ　バリアフリー化の推進

ア　広報の充実

ア　広聴サービスの充実
イ　お客様満足度の向上
ウ　巡回サービス車の配備

目標３
   お客様により一
層信頼される水道
を目指します。

ア　水道技術実務研修の充実
イ　外部機関主催研修等の活用


